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１ 一般啓発事業 

（１）情報誌「Voters」の発行 

Ａ４判２８ページ、１２５，０００部（１回当たり） 

都道府県・指定都市・市区町村選管、図書館、報道機関、関係団体等に配布した。 

・６１号 特集「政治と選挙」           ４月発行 

・６２号 特集「政治・選挙の世論調査」      ６月発行 

・６３号 特集「当事者意識と社会参加」      ８月発行 

・６４号 特集「女性の政治参加をめざして」  １０月発行 

   ・６５号 特集「衆議院選挙をふりかえる」    １月発行 

   ・６６号 特集「新科目『公共』を考える」    ２月発行 

（２）ウェブサイトの運用 

・公式サイトにて明るい選挙に関する各種情報や主権者教育に関する情報等を掲載 

 した。衆院選時には特集ページを作成し、投票方法等を周知した。 

・各都道府県・指定都市選管が取り組んだ選挙啓発事業に関する情報を一元的に集 

約するデータベースの運用を開始した。 

・ツイッター等ＳＮＳを通じ、各地の啓発情報やイベント情報、若者選挙啓発グル

ープの活動などを発信した。 

（３）明るい選挙啓発ポスターコンクール (資料１参照) 

   全国の小中高校生を対象に明るい選挙に関するポスターコンクールを実施した。 

   8,099 校、113,233 人からの応募があり、文部科学大臣・総務大臣賞(連名)１８ 

人、公益財団法人明るい選挙推進協会会長・都道府県選挙管理委員会連合会会長賞 

(連名)６０人を表彰した。 

   大臣賞・会長賞作品をまとめた「令和３年度明るい選挙啓発ポスターコンクール 

全国優秀作品集」を作成し、全国の選管を通じて学校等に配布した。 

  ・Ａ４判４８ページ、２４，０００部 

（４）啓発資材作成事業 

①大学生向けパンフレット 

「私たちの未来 自分で考える-投票参加を応援するビギナー’S ガイド」 

 投票方法や候補者情報の集め方等を内容とした大学生向けパンフレットを制作

し、配布した。配布対象と同世代の大学生を主人公にした漫画形式とし、若者か

ら共感を得やすく読みやすいものとした。 

・全国の国公私立の大学、短期大学、高等専門学校、専修学校、3,806 校に送付 

 した。 

・Ａ５判２４ページ、５００，０００部 

   ②新成人向けパンフレット 

「池上彰のマンガでわかる選挙と政治の話 2022」 

     ジャーナリストの池上彰氏の協力の下、マンガやイラストを用いた選挙制度 

の解説や、書き下ろしのコラムを収録した。 

    ・都道府県・指定都市・市区町村選管からの希望部数に応じ配布した。 

    ・Ａ５判３２ページ、１，０００，０００部 
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   ③寄附禁止規定周知のためのリーフレット 

    ・都道府県・指定都市・市区町村選管からの希望部数に応じ配布した。 

    ・Ｂ４判三つ折り、７００，０００部 

   ④選挙のめいすいくんの着ぐるみ人形 

    ・５体 

    ・市区町村選挙管理委員会に配布した。 

   ⑤啓発グッズ(クリアファイル、除菌ウェットティッシュ、メモ帳、蛍光ペン等) 

    ・希望のあった都道府県・指定都市・市区町村選管に実費で頒布した。 

 

 

２ 地域活動活性化事業 

（１）明るい選挙リーダーフォーラム (資料３参照) 

都道府県・指定都市の明推協会長等を対象に８ブロックで開催、新型コロナウイ 

ルス感染症拡大防止の観点から５ブロックはオンライン、３ブロックは書面により 

開催した。 

（２）地域コミュニティフォーラム (資料４参照) 

   市区町村の明推協や選管、自治会や老人会などの各種団体の方を対象に７ブロッ 

クで開催、うち１ブロックは新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオンラ 

インにより開催した。 

（３）若者リーダーフォーラム (資料５参照) 

大学生や高校生、若い社会人を対象に７ブロック（うち、４ブロックは合同開 

催）で開催、うち５ブロックは新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオ 

ンラインにより開催した。 

（４）指定都市選挙管理委員会事務局長研修 

指定都市選管事務局長等を対象にさいたま市で開催する予定であったが、指定都 

市ブロックの明るい選挙リーダーフォーラムと兼ねることとした。 

  ※上記(１)～(４)の各種フォーラム等の開催日等は資料２を参照。 

（５）全国フォーラム 

   令和４年３月９日 東京都千代田区 

   佐々木毅会長による講演のほか、政治や選挙に対する若者の考え等をテーマとし 

たパネルディスカッション等を行った。 

  ※上記(１)～(５)は、総務省との共催により開催した。 

（６）都道府県・指定都市選挙管理委員会選挙啓発事務担当者研修会 

   令和３年５月２６日(中止) 東京都渋谷区  

   「主権者教育の概況」についての講義や、選管によるＳＮＳの活用方法などの発

表を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い開催中止とした。 

（７）主権者教育フォーラム 

   令和４年度から高校の必修科目となる「公共」の授業例を、主権者教育アドバイ

ザー等が紹介するオンライン形式のフォーラムを実施した。 

第１回 令和３年１２月５日 
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第２回 令和４年１月５日 

第３回 令和４年３月１９日 

（８）主権者教育アドバイザー派遣事業の支援 

   総務省事業の運営事務局として、事前相談やアドバイザーとの調整を行った。 

   ・２１団体実施 

（９）明るい選挙推進優良活動表彰 

ア 明るい選挙推進優良活動表彰の検討会 令和３年１２月２日 
   一度受賞した団体からの再応募に対する選考基準、表彰団体に授与する賞な 

どについて選考委員が集まり、検討した。 
イ 選考委員会   令和４年１月１４日 

ウ 表彰式     令和４年３月９日（代表者会議に先立ち挙行） 

エ 被表彰団体 優良活動賞 

・Activate 仙台(仙台市) 

・北区明るい選挙推進協議会（東京都） 

・(公社)東京青年会議所千代田区委員会（東京都） 

・福山白ばら会（広島県福山市） 

・かたって、つないで（福岡県太宰府市） 

優良活動奨励賞 

・学校総選挙プロジェクト（東京都） 

・かかみがはら若者選挙サポーター「めぐる」（岐阜県各務原市） 

・ＮＰＯ法人ドットジェイピー熊本エリア（熊本県） 

（10）市区町村明推協研修会等開催支援事業 

   市区町村の明るい選挙推進協議会の活動を支援するため、市区町村明るい選挙推 

進協議会等が開催する講演会・研修会に講師を招聘した場合に要する経費を助成し 

た。 ・１０団体に助成 

 

 

３ 調査研究事業 

（１）若い有権者の政治・選挙に関する意識調査 

全国の満１８歳から２９歳の男女３，１５０人を対象に、郵送調査法により実 

施。調査結果をとりまとめた報告書を作成し、都道府県・指定都市選管や公立図書 

館等に配布した。 

・Ａ４判、４４０部 

（２）第４９回衆議院議員総選挙に関する全国意識調査 

全国の満１８歳以上の男女３，１５０人を対象に、郵送調査法により実施。調査 

結果をとりまとめた報告書を作成し、都道府県・指定都市選管や公立図書館等に

配布した。 

・Ａ４判、４４０部 
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（３）主権者教育等に関する調査 

総務省からの委託により、令和３年度の選挙出前授業の実施状況等を全国の選管 

に照会し、とりまとめた。 

  

 

４ その他 

（１）評議員会 

・令和３年６月２３日 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い書面決議とした。 

・令和４年２月１６日 東京都千代田区 

（２）理事会 

・令和３年６月２日  新型コロナウイルス感染症拡大に伴い書面決議とした。 

   ・令和４年２月１日  東京都千代田区 

（３）代表者会議 

・令和４年３月９日  東京都千代田区 

（４）監事監査 

・令和３年５月２４日 協会会議室 



(資料１)

令和3年度明るい選挙啓発ポスターコンクール(第73回)　応募状況

小学校 中学校 高等学校 計 小学校 中学校 高等学校 計 小学校 中学校 高等学校 計

北海道 46 23 1 70 790 229 1 1,020 7 3 1 11

青森県 14 21 4 39 257 188 15 460 3 3 2 8

岩手県 53 32 9 94 707 163 125 995 7 3 9 19

宮城県 90 58 1 149 257 298 14 569 3 3 2 8

秋田県 12 18 8 38 86 111 23 220 3 3 3 9

山形県 80 46 4 130 786 802 21 1,609 7 7 3 17

福島県 38 45 7 90 158 522 42 722 3 6 5 14

茨城県 205 123 6 334 1,589 1,697 26 3,312 10 11 3 24

栃木県 170 83 1 254 1,146 672 2 1,820 9 6 0 15

群馬県 159 132 5 296 1,721 3,853 170 5,744 11 18 2 31

埼玉県 340 138 19 497 4,219 1,935 179 6,333 19 12 11 42

千葉県 242 122 12 376 962 751 30 1,743 8 7 3 18

東京都 432 290 45 767 6,556 9,641 618 16,815 24 30 23 77

神奈川県 122 64 13 199 1,147 559 121 1,827 9 6 9 24

山梨県 96 49 2 147 1,846 1,544 13 3,403 11 10 2 23

長野県 148 41 5 194 3,422 558 15 3,995 17 6 2 25

新潟県 31 14 3 48 199 90 8 297 3 3 1 7

静岡県 162 109 26 297 1,391 918 209 2,518 10 8 5 23

富山県 48 50 5 103 178 619 55 852 3 6 6 15

石川県 19 15 5 39 51 107 106 264 3 3 9 15

福井県 73 35 1 109 551 775 76 1,402 6 7 7 20

岐阜県 79 61 9 149 580 503 127 1,210 6 6 9 21

愛知県 703 330 19 1,052 5,228 5,810 685 11,723 21 22 16 59

三重県 61 42 5 108 502 529 14 1,045 6 6 2 14

滋賀県 19 17 2 38 29 139 2 170 3 3 1 7

京都府 58 33 4 95 596 647 53 1,296 6 6 2 14

大阪府 132 68 16 216 3,631 3,079 773 7,483 17 16 26 59

兵庫県 254 142 13 409 1,966 4,050 197 6,213 12 18 12 42

奈良県 32 14 1 47 359 376 2 737 4 4 1 9

和歌山県 13 19 6 38 214 129 72 415 3 3 7 13

鳥取県 11 11 5 27 19 59 107 185 3 3 9 15

島根県 12 16 5 33 608 70 8 686 6 3 1 10

岡山県 28 40 7 75 58 473 49 580 3 5 5 13

広島県 40 36 9 85 482 484 82 1,048 5 5 5 15

山口県 65 40 8 113 128 205 38 371 3 3 3 9

徳島県 67 35 4 106 449 714 19 1,182 5 7 2 14

香川県 87 47 6 140 441 600 135 1,176 5 6 10 21

愛媛県 117 61 18 196 621 608 112 1,341 6 6 9 21

高知県 5 11 2 18 112 69 110 291 3 3 4 10

福岡県 197 94 11 302 7,915 7,323 206 15,444 21 21 8 50

佐賀県 64 39 9 112 348 426 89 863 4 5 7 16

長崎県 38 38 12 88 115 522 102 739 3 6 9 18

熊本県 48 8 4 60 103 22 12 137 3 2 1 6

大分県 36 26 2 64 343 433 33 809 4 5 4 13

宮崎県 62 29 6 97 211 169 16 396 3 3 1 7

鹿児島県 52 48 3 103 310 751 16 1,077 4 7 2 13

沖縄県 13 30 15 58 126 412 158 696 3 5 10 18

合　計 4,873 2,843 383 8,099 53,513 54,634 5,086 113,233 338 340 274 952

5,265 3,147 387 8,799 66,489 73,286 5,120 144,895 367 386 275 1,028

3,940 2,232 356 6,528 41,074 34,273 5,292 80,639 299 259 263 821

-392 -304 -4 -700 -12,976 -18,652 -34 -31,662 -29 -46 -1 -76

933 611 27 1,571 12,439 20,361 -206 32,594 39 81 11 131

中央審査提出数

九
　
州

北
海
道
・
東
北

関
東
甲
信
越
静

東
海
・
北
陸

近
　
畿

中
　
国

四
　
国

対令和２年度比

都道府県
応募学校数

対令和元年度比

応募者数

令和元年度

令和２年度
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(資料２)

令和3年度　各種フォーラム一覧

ブロック（団体数）
明るい選挙リーダー

フォーラム
地域コミュニティ

フォーラム
若者リーダー
フォーラム

北海道・東北 秋田県 宮城県 山形県

（道県7、指2） 令和4年1月20日（木） 令和4年1月13日（木） 12月11日（土）

オンライン開催 TKPガーデンシティ仙台 山形テルサ

関東甲信越静 神奈川県 神奈川県 栃木県

（都県11、指8） 書面開催 12月21日（火） 12月18日（土）

ビジョンセンター横浜 栃木県総合文化センター

東海・北陸 福井県

（県6、指1） 書面開催

近畿 和歌山県 滋賀県

（府県6、指4） 12月16日（木） 令和4年1月18日（火）

オンライン開催 ピアザ淡海

中国 山口県 鳥取県 岡山県

（県5、指2） 12月7日（火） 11月30日（火） 8月21日（土）

オンライン開催 白兎会館 オンライン開催

四国 香川県 高知県

（県4） 令和4年1月26日（水） 8月6日（金）

オンライン開催 高新文化ホール

九州 佐賀県 福岡県 熊本県

（県8、指3） 書面開催 12月14日（火） 令和4年1月22日（土）

リファレンス大博多ビル会議室 オンライン開催

指定都市 神戸市

（指20） 令和4年1月27日（木）

オンライン開催

指定都市選管 さいたま市

（指20） ＊上記神戸市と兼ねる

愛知県

令和4年2月19日（土）

オンライン開催
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(資料３)

令和3年度　明るい選挙リーダーフォーラム

ブロック 開催地 実施日 協議内容

・ 主権者教育に係る啓発事業について

・ 選挙出前講座について

・ 啓発事業に係る民間企業等と連携した最新の取組事例について

・ コロナ禍における常時啓発について

・ 障害者の投票参加について

・ コロナ禍における選挙時啓発について

・ 市町村明るい選挙推進協議会との情報交換について

・ 主権者教育に係る啓発事業について

・ 必履修科目「公共」の開始に伴う新たな取り組みについて

・ コロナ禍における選挙啓発について

・ 選挙啓発の効果測定について

・ 明るい選挙啓発ポスターコンクールにおける応募作品増加のための取組について

・ SNSフォロワー数増加のための取組について

・ 選挙啓発してのSNSの投稿テーマについて

・ 大学における啓発について

・ 地域の明るい選挙推進協議会の活性化について

・ 大学生や若手社会人等の若年層に対する啓発事業等の取組について

・ SNSにおけるハッシュタグを活用した臨時啓発事業について

・ 衆院選における啓発標語の選定方法等について

・ 出前授業に関する市町村選管への研修会等について

・ コロナ禍における臨時啓発(街頭、物品配布)について

・ 市町村明るい選挙推進協議会の設置等について

・ 有権者の政治又は選挙に関する意識調査等について

・ 県外在住の有権者に対する不在者投票制度の啓発等について

・ 県にゆかりのある著名人を起用した啓発等について

・ 新型コロナウイルス感染症の影響下における啓発事業について

・ 投票率向上に向けた若年層への啓発について

・ 人口減少社会における投票事務及び投票環境の改善と投票所のあり方について

・ コロナ禍における常時啓発について

・ コロナ禍における啓発について

・ 衆議院議員総選挙における街頭啓発活動について

・ 投票率向上に向けた取り組みについて

・ 若者を取り込んだ啓発活動について

・ 明推協予算の効果的な執行について

・ 自宅療養者に対する特例郵便等投票制度の周知方法について

・ 知的障がい者や認知症の方の投票環境の向上について

・ 令和４年度からの『公共』に関する取り組みについて

・ 明るい選挙ポスターコンクールの応募者数及び選挙出前授業の実施校数確保のための取組について

・ ウィズコロナ・ポストコロナ時代における啓発について

・ 若年層向けの啓発について

・ 学校で行う主権者教育について

・ オンラインによる出前授業について

・ 投票済証を用いた啓発活動について

・ 市長選挙における啓発ポスターの作成枚数､配布箇所数､主な配布先､掲示以外の依頼事項について

・ 選挙啓発ポスター募集数の増加施策について

福井県 書面開催

近畿 和歌山県 12月16日

北海道
・

東北
秋田県 1月20日

指定都市 神戸市 1月27日

四国 山口県 12月7日

関東
甲信越静

書面開催神奈川県

書面開催佐賀県九州

東海
・

北陸
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（資料４）

令和3年度　地域コミュニティフォーラム

ブロック 開催地 実施日 研修内容（敬称略）

北海道
・

東北
宮城県 1月13日

・講話「シティズンシップの育て方」　東北大学准教授 佐藤智子
・事例発表「明推協の組織のあり方」
　　新宿区明るい選挙推進協議会会長 神山清英
・事例発表「若者啓発グループの活動」　福大Voteプロジェクト
・意見交換等「明推協の活性化」

関東
甲信越静

神奈川県 12月21日

・事例発表「明推協の組織のあり方」
　　新宿区明るい選挙推進協議会会長 神山清英
・事例発表「衆議院議員選挙における高校生に対する啓発」
　　練馬区選挙管理委員会書記　佐々木准一
・事例発表「地域で取り組む狛江市の主権者教育」狛江市副市長　平林浩一
・意見交換等

東海
・

北陸
愛知県 2月19日

・講話「ボランティア活動における異世代交流のススメ」
　　南山大学総合政策学部准教授　前田洋枝
・講話「選挙情報の分かりやすさとは」京都産業大学外国語学部准教授　堀川諭
・事例等紹介 明るい選挙推進協会
・意見交換「参加者の日ごろの活動について」
＊若者リーダーフォーラム（東海・北陸、近畿ブロック）と合同開催

近畿 滋賀県 1月18日

・活動報告「滋賀県における常時啓発の取り組み事例」
　　滋賀県選挙管理委員会事務局次長　西村頼三
・「若者の投票参加と啓発活動の現状｣　明るい選挙推進協会
・講演「選挙情報の分かりやすさとは」京都産業大学外国語学部准教授　堀川諭
・講演「若年層の投票率と啓発活動のあり方について」
    神戸大学法学部教授　品田裕
・活動報告　右京区学生選挙サポーター

中国 鳥取県 11月30日

・講話｢未来を生きる子どもたちのために考えていきたいこと｣
　　鳥取県明るい選挙推進協議会会長　横濵純一
・講話｢「効果的な選挙啓発活動検討に向けた県民意識」に関する
    アンケート結果の概要｣
　　鳥取県選挙管理委員会主事　橋本聖生
・講話「独創性や先見性を見据えた選挙啓発活動とは」
　　福山白ばら会会長　池原聡
・講話「分断化するアメリカ政治」
　　岡山大学社会文化科学研究科研究生　デイビッド・M・アンダーソンJr

四国 高知県 8月6日

・講話「明推協と選管との役割分担と協力について」
　　高知県明るい選挙推進協議会会長　植田通子
・活動報告「高知県及び高知県内の活動事例」
　　高知県選挙管理委員会書記　近森真人
・講演 ｢明るい選挙推進運動の現状と課題｣　明るい選挙推進協会
・講演「投票参加の理論から考える選挙啓発」
　　高知大学人文社会科学部准教授　小川寛貴
・講演「香川大生の政治意識・行動調査と若年層啓発」
　　香川大学法学部教授　堤英敬

九州 福岡県 12月14日

・講話　福岡県明るい選挙推進協議会会長　伊藤重行
・｢明るい選挙推進運動の現状と課題　｣明るい選挙推進協会
・活動報告　①大野城投票率あっぷの会
　　　　　　②まちの政治を見つめよう学級
　　　　　　③福岡市明るい選挙推進グループＣＥＣＥＵＦ
・講演「衆院選を経て来年の参院選につなげるために注目すべきこと」
　　　　　　九州大学大学院比較社会文化研究院教授　施光恒
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（資料５）

令和3年度　若者リーダーフォーラム

ブロック 開催地 実施日 研修内容（敬称略）

北海道
・

東北
山形県 12月11日

・事例紹介 ｢第49回衆議院議員総選挙における啓発活動について｣
　　山形県選挙管理委員会書記　鈴木智大
・情報提供「若者の投票参加の状況と啓発活動」明るい選挙推進協会
・講演「若者の政治的リテラシーの向上」東北大学大学院准教授 河村和徳
・活動報告　①Niigata選挙カレッジ　田代かずき
　　　　　　②福大VOTEプロジェクト 佐藤実結
・意見交換

関東
甲信越静

栃木県 12月18日

・講話　栃木県明るい選挙推進協議会会長　市村充章
・情報提供「若者の投票参加と啓発活動」明るい選挙推進協会
・講演「なぜデンマークの若者は投票し、社会に参加するのか」
　　新潟医療福祉大学講師　佐藤裕紀
・活動報告　①Niigata選挙カレッジ代表　源健大
　　　　　　②とちぎ若者選挙推進部　　 大阿久拓朗、齋藤聖
・意見交換

東海
北陸
・

近畿

愛知県 2月19日

・講話「ボランティア活動における異世代交流のススメ」
　　南山大学総合政策学部准教授　前田洋枝
・講話「選挙情報の分かりやすさとは」京都産業大学外国語学部准教授　堀川諭
・事例等紹介 明るい選挙推進協会
・意見交換「参加者の日ごろの活動について」
＊地域コミュニティフォーラム（東海・北陸ブロック）と合同開催

中国
・

四国
岡山県 8月21日

・講演「憲法活用能力を身につける」
　　環太平洋大学こども発達化学科学科長　中原朋生
・事例報告「香川大学調査に見る大学生の投票行動と政治意識｣
　　①「若年層の投票率向上のためにできることとは？」香川大学　森康喜
　　②「大学生の投票率が低い原因は何か？」香川大学　宮崎龍雅
・活動報告「Niigata選挙カレッジの取り組みについて」
　　Niigata選挙カレッジ代表　源健大
・情報提供「若者の啓発活動について」明るい選挙推進協会

九州 熊本県 1月22日

・講話「新科目公共、歴史総合、地理総合とはなんぞや」
　　熊本大学大学院教育学研究科准教授　竹中伸夫
・事例紹介「若者啓発グループの活動」
　　Niigata選挙カレッジ副代表　藤田恭代
・事例紹介「第49回衆院選における啓発の取り組みについて」
　　沖縄県選挙管理委員会書記　 嘉陽宗茂
・ふりかえりと意見交換「身近な人によびかける内容と方法について」
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令和３年度事業報告の附属明細書について 

 

 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規

定する事業報告の附属明細書として記載するべき「事業報告の内容を補足する

重要な事項」はありませんので、附属明細書は作成しておりません。 

 


